


現状
○ 生産年齢人口の減少、世界における経済的プレゼンスの低下、AI、ロボット
の発展とテクノロジーの進展、社会構造や雇用環境の急速な変化
→ 一人一人が持続可能な社会の担い手として、質的な豊かさを伴った新たな

価値を生み出していくことが期待されている。

課題
○ 従来型の学び方や既存のコミュニティだけでは、これからの時代に求められ
ている力（価値を創造する力・踏み出す力・課題解決力等）を育むことが難し
く、学ぶ機会も少ない。



■子供が自ら学ぶ力について目指すべき方向性の共有
・自ら行動することが自ら学ぶ力であり、学ぶプロセスが大事である。
・子供の興味・関心を高めるために体験活動が重要である。
・多様な価値に触れ、刺激をあたえるため、体験学習や実践的に取り組む学びが必要である。

→学びや体験を通して、自ら課題を発見し主体的に解決できる力を養成する
■官民連携の必要性
・官民が持っている資源を活用していくことが必要である。
・官民それぞれの強みを生かすことで、新たな価値が生まれていく可能性がある。

■ＳＤＧｓの有効性
・ＳＤＧｓの視点で参加企業を募るのはとても良い。
・ＳＤＧｓに参画することで企業価値の向上が図れる。

■企業のメリット
・企業のＳＤＧｓの取組を広く周知することができる。
・企業を支える人材の確保・育成につながる。
・若者の斬新なアイデア、顧客の心をつかむ商品開発等に生かすことができる。

■その他
・誰もが楽しい、おもしろいと思える取組をＳＮＳやＩＣＴ機器を活用し、発信していく必要がある。



ソーシャルイノベーター育成プロジェクト～意志ある若者たちの育成～

【目的】
ＳＤＧｓを実現していくため、官民連携で未来への人材の投資を行い、子供の自ら学ぶ力を育成していく。

【ゴール】
高校生：自ら学ぶ力が育成
され、ＳＤＧｓの当事者と
して一歩踏み出す。
→将来のソーシャルイノベーターへ！

企業・団体等：ＳＤＧｓ実現に向けての
取組や企業価値の向上。

官民が連携・協働して
ＳＤＧｓを実現！

体験学習

課題発見

課題解決

■高校生が社会や地域課題解決
プロジェクトを実践

■高校生と企業等
のマッチング

■フォーラム、成果発表会



■来年度に向けて

・産業人材育成課…埼玉県経営者協会会報に掲載
・株式会社警備ログ

…企業とのマッチングに対するアドバイス
・古郡建設株式会社

…高校生と企業とのマッチング企画の提案
・一般社団法人 キャリアチャレンジ総合研究所

…高校生向けのプログラムの実施
・株式会社埼玉りそな銀行

…官民連携事業等の企画検討

■今年度の取組

・高校生が自ら課題を発見し主体的に解決できる力を養成するプロジェクトを実施
→企業・団体等と高校生が連携・協働できる場づくり（例：子供対象の企業ビジネスマッチング展示会）
→高校生が、社会課題に取り組むプロジェクトの実施（例：高校生向け課題解決学習プログラム）

〇官民連携の強みを生かす体制づくり

















困窮世帯の子供向け学習支援へのICT導入

地域で丸ごとヤングケアラー支援地域版こども応援ネットワークづくり

若者支援のコーディネート







令和３年度 埼玉県外国人住民意識調査

外国人住民が暮らしやすい地域にするために、自分自身が何をしたいか。
1位：日本の文化、生活習慣を理解するよう努める（62.6％）
外国人住民が暮らしやすい地域にするために、日本人住民に何を望むか。
１位：外国の文化、生活習慣を理解するように努める（51.4％）

令和３年度外国人との共生についてアンケート

外国人が地域社会で積極的に活動するために、日本人ができることは何か。
１位：外国人の文化、生活習慣を理解するよう努める（60.8％）

双方がお互いの文化･生活習慣を知ることが重要と認識している結果から見えた課題



対象：埼玉県内に住む１８歳から６４歳の方 １５，０００人
性的マイノリティの割合：

有効回答５，６０６人中１８４人 ３．３％

令和２年度 ＬＧＢＴＱ実態調査（埼玉県）

ＬＧＢＴＱに関する正しい理解が進んでいないため、
ＬＧＢＴＱの方はハラスメント被害を受けていたり、
自己否定感や精神的な困難を抱えている

結果から見えた課題

正しい理解の
促進が重要！







ALLY（アライ）・・・
英語で「同盟」や「味方」を表す言葉で、
性的マイノリティ（LGBTQ）を理解し、
支援している人、または支援したいと思う人

LGBTQの抱える様々な困難や精神的負担を軽減するため、

アライを増やし、アライがＬＧＢＴＱの周りにいることを「見え

る化」する「マグネットステッカー」を県が作成。希望する企業

等が各店舗等にステッカーを掲示する取組

LGBTQ

ALLY（アライ）の企業等での「見える化」の取組



企業等の
海外ネットワークの活用

店舗や営業所を
活用した普及啓発

モデルの発信











○ 企業や大学の地域貢献の取組を県ＨＰ、ＳＮＳなどで広く発信

○ 企業や大学などのＳＤＧｓ、ＣＳＲの優秀な取組に対して表彰

○ 連携を求める企業やＮＰＯなどのマッチングの機会を創出




